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 (百万円未満切捨て)
1. 平成 23年 6 月期第 3四半期の業績（平成 23 年１月１日～平成 23 年３月 31日） 
 (1) 経営成績(累計)  
 

 (％表示は、対前年同四半期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年6月期第3四半期 228 △79.0 △175  － △184   － △214  － 
22年6月期第3四半期 1,087 △59.0 △169 － △176 － △183 － 
 

 １株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

 円 銭 円 銭 

23年6月期第3四半期 △3,736. 67 ―  
22年6月期第3四半期 △3,659. 05 ―  
  
 (2) 財政状態  
 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年6月期第3四半期 218 31 14.5 532. 29 
 22年6月期 487 200 41.2 3,992. 58  
(参考) 自己資本 23年６月期第3四半期 31百万円 22年６月期 200百万円

 

2. 配当の状況 
 

年間配当金 
 

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

 22年６月期 ―  0. 00 ―  0. 00 0. 00 
 23年６月期 ―  0. 00 ―      

 23年６月期(予想)       0. 00 0. 00 

(注) 当四半期における配当予想の修正有無 ： 無 
 

3. 平成 23年６月期の業績予想（平成 22 年７月１日～平成 23年６月 30 日） 
 (％表示は、通期は対前期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 376 30.9 △197 ― △205 ― △238 ― △3,973. 35 

(注) 当四半期における業績予想の修正有無 ： 有 
 



 
4. その他（詳細は、【添付資料】P.４「その他の情報」をご覧ください。） 

(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有 

(注) 簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 
(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有 

 ② ①以外の変更 ： 無 

(注) 「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財
務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 
  ① 期末発行済株式数(自己株式を含む）  23年６月期第３四半期  59,899株  22年６月期       50,623株 
  ② 期末自己株式数  23年６月期第３四半期   338株  22年６月期        338株 
  ③ 期中平均株式数(四半期累計期間)  23年６月期第３四半期  57,292株  22年６月期第３四半期  50,285株 
 

 

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期

決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了して

いません。 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合

理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる

可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につ

いては、四半期決算短信（添付資料）2ページ「業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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1. 当四半期の業績等に関する定性的情報 

(1) 経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、中国をはじめとするアジアやその他新興国での経

済成長や国内経済対策効果を背景に企業業績は緩やかに回復の兆しが見え始めてはいたものの、依

然として雇用環境は厳しく、海外景気の下振れ懸念や円高の進行などの不安定要因に加えて、平成

23 年３月 11日に発生しました東日本大震災は、回復基調にあった日本企業においても直接的、間接

的に甚大な打撃となり、今後のわが国経済全体に及ぼす影響の先行きは極めて不透明な状況となっ

ております。 

このような経済情勢の下、平成 23 年 1 月 27 日付開示いたしました「経営改善計画」に基づいて、

基本戦略を転換して既存事業である半導体事業を一時凍結し、LED 照明機器販売事業を基幹事業と設

定してその拡大に注力することを中心に抜本的改革の施策を実行してまいりました。 
   しかしながら、半導体事業の一時凍結のための整理業務や代理店網の移管手続きに遅れが生じた

こと、またこれらの遅れから当社の業績低迷による信用不安などにより、当初予定しておりました

展開速度には及ばず、事業年度当初に想定した水準を回復するに至らず、会社設立以来の厳しい状

況が続いております。 

その結果、当第３四半期累計期間における業績は、売上高 228 百万円（前年同四半期比 79.0％

減）、営業損失 175 百万円（前年同四半期は 169 百万円の損失）、経常損失 184 百万円（前年同四

半期は 176 百万円の損失）、四半期純損失 214 百万円（前年同四半期は 183 百万円の損失）となり

ました。 

セグメント別業績は次のとおりであります。 

 半導体事業 

半導体事業におきましては、中国をはじめとするアジアやその他新興国での経済成長や国内経済

対策効果を背景に半導体需要は改善しつつあるものの、当社事業と直接的に結びつく国内半導体業

界の設備投資需要の回復の遅れと早期の売上確保につながる新規商材が確保できなかったことから

不振が継続しており、当面の売上拡大が見込めず、専門的人材の維持にかかる費用負担も大きいこ

と等を理由に、平成 23年２月末日付で半導体事業の事業活動の一時凍結を実施しております。 

その結果、売上高は 71,955千円（前年同四半期比 89.6％減）となりました。 

 

LED 照明機器販売事業 

LED 照明機器販売事業におきましては、当社における新たな基幹事業として平成 22 年９月７日よ

り日本エーエム株式会社との LED 照明機器販売事業の一部移管を含めた業務提携強化を図り展開を

進めてまいりましたが、代理店網の移管手続きに遅れが生じたことや当社の信用不安などにより、

当初予定しておりました展開速度には及ばずに低迷いたしました。 

しかしながら、去る３月 11 日に発生いたしました東日本大震災後の復興需要や、長期化が予想さ

れる電力供給不足からなる節電ニーズの高まりによる LED 照明機器の需要は今後拡大が予想されて

おり、その本格的な受注活動は第４四半期以降に見込んでおります。 

その結果、売上高は 156,114 千円（前年同四半期は実績なし）となりました。 

 

 

(2) 財政状態に関する定性的情報 

  ①資産の状況 

当第３四半期会計期間末における流動資産の残高は、153,783 千円（前事業年度末は 376,977 千

円）となり 223,193 千円の減少となりました。その主な要因は、半導体事業の大幅な売上減少と共

に、LED 照明機器販売事業の出遅れによる収入の減少などにより現金及び預金が 160,969 千円減少し

たことなどによるものであります。 

また、当第３四半期会計期間末における固定資産の残高は、64,246 千円（前事業年度末は

110,654 千円）となり 46,407 千円の減少となりました。その主な要因は、当社半導体事業の一時凍

結による関連会社株式の減損 12,761 千円、固定資産の減損による減少 8,283 千円及び長期定期預金

の取崩しによる減少 22,000千円などであります。 

この結果、当第３四半期会計期間末における総資産は 218,030 千円（前事業年度末は 487,631 千

円）となりました。 
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②負債の状況 

当第３四半期会計期間末における流動負債の残高は、103,426 千円（前事業年度末は 149,834 千

円）となり 46,407 千円の減少となりました。その主な要因は、１年内返済予定の長期借入金が

5,038 千円減少したこと及び半導体事業売上の減少や LED 照明機器販売事業の出遅れによる売上未達

に伴ってその他の流動負債が 41,266 千円減少したこと等によるものであります。 

また、当第３四半期会計期間末における固定負債の残高は、82,900 千円（前事業年度末は

137,030 千円）となり 54,130 千円の減少となりました。その主な要因は、社債の償還に伴う減少が

40,000 千円、長期借入金の返済による減少が 14,130千円あったことによるものであります。 

この結果、当第３四半期会計期間末における負債合計は 186,326 千円（前事業年度末は 286,864

千円）となりました。 

 

③純資産の状況 

当第３四半期会計期間末における純資産の残高は、31,703 千円（前事業年度末は 200,766 千円）

となり 169,063 千円の減少となりました。その主な要因は、当第３四半期純損失の計上により利益

剰余金が 214,081 千円減少したことによるものであります。 

 

④キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度

末に比べ 151,969 千円減少し 2,689 千円となりました。なお、当第 3 四半期会計期間における各キ

ャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

   営業活動の結果支出した資金は 24,359 千円となりました（前年同期は 139,286 千円の支出）。こ

れは税引前四半期純損失 55,177 千円を計上するとともに、売上債権の減少 11,835 千円及びたな卸

資産の減少 15,169 千円による資金増加があったものの、その他の負債の減少 6,260 千円等の資金減

少があったことによるものであります。 

  （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果支出した資金は 78 千円となりました（前年同期は 37,887 千円の獲得）。これは

差入保証金の差入による支出があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果支出した資金は24,709 千円となりました（前年同期は 179,708 千円の支出）。 

これは社債の償還による支出 20,000 千円と長期借入金の返済による支出 4,710 千円があったこと

によるものであります。 
 

(3) 業績予想に関する定性的情報 

業績予想につきましては、平成23年５月 12日に修正数値を発表しております。 

修正理由といたしましては、当社創業以来からの事業である半導体事業において、今期中の回復

を見込んでおりましたが、近年の世界経済の同時減速による国内需要の減退したことにより、国内

半導体業界をはじめとする市場環境の変化や事業構造変革などから、当社の主力顧客の動向にも大

きな影響を受け、国内総代理店契約の終了等が重なり、半導体製造装置販売の低迷に伴い収益悪化

が続きました。また、これら以外にも半導体製造装置分野での有望な新商材の発掘に努め、販売活

動の継続を模索してまいりましたが、当初想定いたしました実績を築くまでには至らず、当該事業

分野での業績を改善することが著しく困難であると判断いたしましたため、平成 23 年２月末日をも

って、当社半導体事業の事業活動を一時凍結いたしました。 

また、LED 事業におきましては、その後の当社の信用不安に加え、日本エーエム株式会社から移管

を受けた販売代理店との契約の再締結の遅れ等から、販売網の整備にも遅れが生じたことや LED 照

明市場の拡大につながる国内の設備投資需要の回復が遅れていることから売上が伸び悩んでおりま

した。  

また平成 23 年３月 11 日に発生し、わが国に甚大なる被害をもたらしました東日本大震災の復興

需要や長期化が予想される電力供給不測からなる省エネ・節電需要による本格的な受注活動は第４

四半期終盤以降へ見込まれるものであります。 

なお、平成 23 年１月 27 日に策定し取組んでまいりました経営改善計画に基づいて、全社的な

「販売費及び一般管理費率の改善」を中心としたコスト構造の見直しによる損益分岐点を下げる取

組みにつきましては、第１四半期会計期間と比較して、取組み実行途上とはいえ約 15％の削減をい
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たしており、今後は更なる削減効果が見込まれております。 

また、新たな基幹事業である LED 照明機器販売事業の「代理店戦略強化による販売力向上」及び

「大型案件受注に向けた全社的な取組み」につきましては、現在進捗中の案件が成立次第、適宜速

やかに公表いたします。当社はこれらの取組みにより、引続き売上高の積上げ及び利益確保ができ

る体制を目指し、業績改善に取り組んでまいります。 

以上の結果、平成 23 年６月期の業績見通しにつきましては、売上高 376 百万円、営業損失 197 百

万円、経常損失 205 百万円、当期純損失 238 百万円を見込んでおり、中期経営計画において計画し

ていた売上が確保できなかったために、全社的に業績回復が遅れており平成 23 年６月期の通期の業

績予想を修正することといたしました。 

     
 

 「東日本大震災」による当社への影響について 
平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災による当社への影響は、従業員、建物、在庫商品等

への直接的被害は受けておりません。しかしながら、当社は岩手県一関市に在庫商品の保管場所が

在り、今後の復興過程において、出荷に遅れが生じる可能性があります。また、LED 照明機器販売事

業を含めた環境商品は、この度の電力供給不足の懸念などから着目されておりますが、この震災が

国内経済に及ぼす影響は計り知れず、企業の設備投資意欲の減退などから影響を受ける可能性があ

ります。 
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2. その他の情報 

(1) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①固定資産の減価償却費の算定方法 

    定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定す

る方法によっております。 

   ②法人税等の算定方法 
    法人税等の納付税額の算定に関して、加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する

方法によっております。 
 

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①資産除去債務に関する会計基準の適用 

当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18 号 平成

20 年３月31 日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

21 号 平成20 年３月31 日）を適用しております。 

これによる影響額はありません。 

 

 

(3) 継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

当社は、前事業年度において営業損失を 390,421 千円、経常損失 408,842 千円及び当期純損失

437,424 千円を計上したことに引き続いて、当第３四半期累計期間におきましても営業損失 175,892

千円、経常損失 184,840 千円及び四半期純損失 214,081 千円を計上しており、継続企業の前提に関

して重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

   当社では、当該事象を解消すべく、平成 22 年９月に「中期経営計画」策定し営業組織改革に着手

し、徹底した固定費削減プランを実施してまいりましたが、当社を取り巻く厳しい経営環境に対応

するべく、平成 23年１月 27 日に開示いたしましたとおり、LED 照明機器販売事業を基軸事業とした、

抜本的な経営改善を推進すると共に、大幅な経営方針の転換を決定いたしました。 

この計画にもとづいて、引続き全社的な「販売費及び一般管理費率の改善」を中心としたコスト

構造の見直しにより損益分岐点を下げる取組みにおいて、第２四半期会計期間と比較して、取組み

実行途上とはいえ約 15％の削減をいたしており、今後は更なる削減効果が見込まれております。 

また、新たな基幹事業である LED 照明機器販売事業の「代理店戦略強化による販売力向上」及び

「大型案件受注に向けた全社的な取組み」につきましては、現在進捗中の案件が成立次第、適宜速

やかに公表いたします。 

さらに、資金調達に関しましても、売掛債権等の流動化等による安定資金の確保に努めるほか、

資金を調達するための諸策に取り組んでおります。 

当社はこれらの取組みにより、引続き売上高の積上げ及び利益確保ができる体制を目指し、業績

及び財政状態の改善に取り組んでまいります。 
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5.【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成23年３月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,689 163,658 

売掛金 37,532 29,880 

商品 29,135 4,376 

仕掛品 － 181 

原材料及び貯蔵品 1,070 9,257 

未収入金 72,203 152,762 

その他 11,152 16,860 

流動資産合計 153,783 376,977 

固定資産   

有形固定資産 ※1  3,278 ※1  12,760 

無形固定資産 27,460 3,208 

投資その他の資産   

関係会社株式 － 12,761 

長期預金 28,000 50,000 

長期前払費用 3,904 4,937 

その他 1,603 26,986 

投資その他の資産合計 33,508 94,685 

固定資産合計 64,246 110,654 

資産合計 218,030 487,631 

負債の部   

流動負債   

買掛金 22,413 16,812 

1年内返済予定の長期借入金 18,840 23,878 

1年内償還予定の社債 40,000 40,000 

未払金 10,969 13,833 

未払法人税等 1,447 986 

製品保証引当金 － 3,301 

その他 9,756 51,022 

流動負債合計 103,426 149,834 

固定負債   

社債 80,000 120,000 

長期借入金 2,900 17,030 

固定負債合計 82,900 137,030 

負債合計 186,326 286,864 
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（単位：千円）

当第３四半期会計期間末 
(平成23年３月31日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 171,549 149,055 

資本剰余金 816,005 793,510 

利益剰余金 △919,693 △705,612 

自己株式 △36,225 △36,225 

株主資本合計 31,635 200,728 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 67 37 

評価・換算差額等合計 67 37 

純資産合計 31,703 200,766 

負債純資産合計 218,030 487,631 
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(2)【四半期損益計算書】 
【第３四半期累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 1,087,088 228,070 

売上原価 998,450 187,754 

売上総利益 88,637 40,315 

販売費及び一般管理費 ※1  258,583 ※1  216,207 

営業損失（△） △169,945 △175,892 

営業外収益   

受取利息 296 67 

受取賃貸料 4,197 4,069 

その他 497 519 

営業外収益合計 4,990 4,656 

営業外費用   

支払利息 7,755 2,022 

為替差損 － 7,310 

貸倒損失 － 1,182 

その他 3,629 3,089 

営業外費用合計 11,384 13,605 

経常損失（△） △176,339 △184,840 

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,054 － 

製品保証引当金戻入額 － 752 

特別利益合計 1,054 752 

特別損失   

固定資産売却損 356 － 

固定資産除却損 81 － 

減損損失 2,431 8,283 

投資有価証券評価損 6 2 

関係会社株式評価損 － 12,761 

事業整理損 5,593 8,044 

特別損失合計 8,470 29,092 

税引前四半期純損失（△） △183,755 △213,180 

法人税、住民税及び事業税 240 901 

法人税等合計 240 901 

四半期純損失（△） △183,995 △214,081 
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成22年３月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年７月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純損失（△） △183,755 △213,180 

減価償却費 5,884 3,683 

減損損失 2,431 8,283 

のれん償却額 － 2,916 

長期前払費用の増減額（△は増加） △9 1,032 

差入保証金償却額 － 1,333 

製品保証引当金の増減額（△は減少） △3,469 △3,301 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,054 － 

受取利息及び受取配当金 △296 △67 

為替差損益（△は益） △199 9,214 

支払利息 7,755 2,022 

固定資産売却損益（△は益） 356 － 

固定資産除却損 81 － 

事業整理損失 － 1,304 

関係会社株式評価損 － 12,761 

投資有価証券評価損益（△は益） 6 2 

売上債権の増減額（△は増加） △96,518 △7,702 

たな卸資産の増減額（△は増加） 376,441 11,014 

その他の資産の増減額（△は増加） 126,977 74,628 

仕入債務の増減額（△は減少） △12,353 5,600 

未払費用の増減額（△は減少） △10,841 1,933 

その他の負債の増減額（△は減少） △91,879 △45,624 

その他 1,993 1,773 

小計 121,552 △132,369 

利息及び配当金の受取額 339 115 

利息の支払額 △8,010 △2,536 

法人税等の支払額 △908 △365 

営業活動によるキャッシュ・フロー 112,972 △135,156 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △28,000 － 

定期預金の払戻による収入 48,000 31,000 

有形固定資産の取得による支出 △192 △198 

有形固定資産の売却による収入 1,057 7,044 

無形固定資産の取得による支出 － △3,600 

のれんの取得による支出 － △25,000 

投資有価証券の取得による支出 － △100 

貸付金の回収による収入 10 － 

差入保証金の差入による支出 △3,342 △2,565 

差入保証金の回収による収入 3,552 － 

長期前払費用の取得による支出 △1,182 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー 19,903 6,580 
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（単位：千円）

前第３四半期累計期間 
(自 平成21年７月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成23年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △227,000 － 

長期借入金の返済による支出 △59,414 △19,168 

社債の償還による支出 △40,000 △40,000 

株式の発行による収入 － 44,988 

財務活動によるキャッシュ・フロー △326,414 △14,179 

現金及び現金同等物に係る換算差額 199 △9,214 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △193,338 △151,969 

現金及び現金同等物の期首残高 399,373 154,658 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  206,035 ※  2,689 
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(4) 継続企業の前提に関する注記 

当第３四半期累計期間(自 平成 22年７月１日 至 平成 23年３月 31日) 

当社は、前事業年度において営業損失 390,421 千円、経常損失 408,842 千円及び当期純損失

437,424 千円を計上したことに引き続いて、当第３四半期累計期間においても営業損失 175,892 千円、

経常損失 184,840 千円及び四半期純損失 214,081 千円を計上しております。当該状況により、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

  当社では、当該事象を解消すべく、平成 22 年９月に策定した「中期経営計画」に基づいた営業組

織改革を始めとして徹底した固定費削減プランを実施してまいりましたが、当社を取り巻く厳しい

経営環境に対応するべく、平成 23 年１月 17 日に代表取締役社長を交代し、新体制のもとで平成 23

年１月 27 日に「経営改善計画」を策定し、引続き LED 照明機器販売事業を基軸事業とした以下の施

策に取り組んでおります。 

  ①「経営改善計画」の実行 

 （ⅰ）事業構造転換による収益体質の早期構築 

半導体事業において、これまで当社の仕入先の破綻や事業撤退等が続いたことによる主要商材

の喪失が相次ぎ収益基盤が弱体化する中でそれらに替わる新規商材導入を目指してきたものの、

国内半導体業界の回復が不透明な中で、商材確保に要する時間とコストとの見合いや資金回収期

間の長期化による資金繰りへの影響を勘案し、また専門的人材の確保、維持に伴う高コスト体質

の脱却を企図して、平成 22 年 12 月以降の同事業における人件費の見直しを実施してまいりまし

たが、当面、当該事業分野での業績を改善することが著しく困難であると判断いたしましたため、

平成 23 年１月 27 日開催の取締役会において、平成 23 年２月 28 日をもって半導体事業の事業活

動を一時凍結することを決定いたしました。また、平成 22 年９月より本格的に事業を開始いたし

ました LED 照明機器販売事業を始めとしたその他の事業に経営資源を集中させることにより、業

績向上の実現のための収益体質の早期構築に取組んでまいります。      

 （ⅱ）販売費及び一般管理費率の改善 

  （ⅰ）記載のとおり、不採算事業の凍結の他、平成 23 年１月以降に事業所体制の見直しの実施し、

かつ、この体制変更による売上機会損失が発生しない様に、受注窓口の効率化を図り、重複業務

の統合を行うことにより、管理部門経費の削減を実施いたします。これらの施策により、平成 23

年１月以降は、平成 22 年９月の LED 照明機器販売事業開始時点に比べて、販売費及び一般管理費

を月額で 30％の削減を目標に取組んでまいりました。この結果当会計期間における販売費及び一

般管理費月額は平成 22 年９月の時点と比較して約 13％の削減、第 1 四半期との比較で約 15％の

削減となり、改善への実行途上ではありますが、今後更なる削減結果が出るものと見込まれてお

ります。またこの取組みは今後も継続して推進してまいります。      

 （ⅲ）収益力強化に向けた新営業スタイルの確立 

   LED 照明機器販売事業においての当初からの取組みである代理店販売売上のみならず、当該事

業に拡張性を持たせて、以下の様々な取組みを行ってまいります。 

中核代理店と共同での営業強化 

代理店営業員の販売スキル向上に向けた帯同訪問、情報提供、営業ツールの提供、ターゲット

顧客の選定協力等を実施してまいります。 

あかりレンタル事業への販売強化 

当社有力代理店である㈱ヤマダ電機・法人営業部が平成 23 年 4 月から事業を開始した「あかり

レンタル」事業は、主に倉庫、工場、スポーツ施設等で用いる大型の高所照明を主たる取扱商品

群として、国内の対象施設に消費電力削減効果や定期交換コスト低減効果等の提案に取組んでお

ります。当社もこの事業活動に協力できることを現在同社と模索・検討しており、同社の当該事

業における LED 照明機器の販売強化および販売拡大に最大限努めることにより、当社の LED 照明

機器販売拡大へ大きく寄与するものと考えております。 

LED 照明商材メーカーとの協力体制構築 

さいたま新都心駅の LED 化等で特に高所照明に関し国内有数の実績を有する㈱共立電機製作所

（宮崎県）と大口顧客に対する共同営業を展開する中で、案件対応での提供価格見直し等を進め、

その製品の普及加速を目指してまいります。その結果、次項の官公庁入札案件への取組みとして、

現在数件程度の入札に参加をしながら、その獲得に努めてまいります。 

官公庁入札案件の積極的な取組み強化 

大口受注が期待できる官公庁関連の入札案件については大企業との競合が厳しいものの、情報

収集を進め、積極的に入札に参加し、その獲得に努めてまいります。 
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新規商材の販売やサービス提供の検討 

LED 照明機器販売のエンド顧客層に対する家電等の新規商材の販売やサービスの提供を検討し、

経営資源を分散させずに新たな収益基盤の確立に取組んでまいります。 
  （ⅳ）資金調達について 

資金調達に関しましては、未収債権や売掛債権の流動化等により、安定資金の確保に努めてまい

ります。また、仕入先に対し、特に大口案件等の受注時には、買掛金の支払いサイト等を売掛金の

回収サイト等の取引条件に合わせる等、個別に見直して頂くことを要請してまいります。さらに、

事業資金を新規調達するための諸策に取り組んでまいります。 

 

しかしながら、これらの施策は実行途上にあり、計画が達成されない場合は、資金不足に陥る可

能性があるため、現時点においては継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

なお、四半期財務諸表は継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な

不確実性の影響を四半期財務諸表には反映しておりません。 

 

 

 
  【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

 当第３四半期累計期間 

（自 平成22年７月１日 至 平成23年３月31日） 

会計処理基準に関する事項の変更 

 

 

 

 

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

 第1四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）及び「資産除去

債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

21号 平成20年3月31日）を適用しております。なお、これによ 

る損益に与える影響はありません。 

 

「企業結合に関する会計基準」等の適用 

第1四半期会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企

業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に

係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年

12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準

第7号 平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10

号 平成20年12月26日）を適用しております。 
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(5) セグメント情報 

当第３四半期累計期間（自 平成 22年７月１日 至 平成 23年３月 31日） 

①報告セグメントの概要 

  当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。 

  当社は、本社に取扱い製品別の事業本部を置き、各事業部門は取扱う製品について国内及び海外の

包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

  従って、当社は事業部門を基礎とした取扱い製品別セグメントから構成されており、「半導体事

業」及び「LED 照明機器販売事業」の２つを報告セグメントとしております。 

  「半導体事業」は、半導体製造装置メーカーとの代理店契約に基づいた新品装置の販売や中古半導

体製造装置をリファービッシュ（修理・再生）したうえで、顧客の生産ラインに合わせた据付け調整、

動作確認、立上げの実施、デバイスの試作や設計等に係るソフトウェアの販売・保守などを行ってお

ります。但し、本件事業は平成 23 年２月末日をもって、一時事業活動を凍結しております。「LED 照

明機器販売事業」は LED 照明機器の販売を行っております。 

 

②報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報 
       （単位：千円） 

報告セグメント  

半導体事業 LED照明機器販売事業 合計 

売上高 

外部顧客に対する売上 

 

セグメント間の内部売

上高又は振替高 

71,955 

 

 

         ― 

156,114 

 

 

         ― 

228,070 

 

 

         ― 

計 71,955 156,114 228,070 

セグメント損失（△） △32,603 △143,289 △175,892 

（注）セグメント損失は、四半期営業損失と一致しております。 

 

 ③報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

   当第３四半期会計期間（自 平成 23年１月１日 至 平成 23年３月 31日） 

   （固定資産に係る重要な減損損失） 

    「半導体事業」セグメントにおいて、半導体事業の一時凍結の意思決定により、帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 
     なお、当第３四半期会計期間において、当該減損損失は計上しておりません。 

 

   （のれんの金額の重要な変動） 

     該当事項はありません。 

 

   （追加情報） 

     第１四半期会計期間より「セグメント情報の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 17 号 

平成 21 年３月 27 日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第 20号 平成 20年３月 21日）を適用しております。 
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(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

当第３四半期会計期間（自 平成 23年１月１日 至 平成 23年３月 31日） 

    該当事項はありません。 

 

 (7) 役員の異動 

当第３四半期会計期間（自 平成 23年１月１日 至 平成 23年３月 31日） 

  ① 代表者の異動 

   （就任） 

    代表取締役社長  溝邉 乃利雄（平成 23年１月 17日） 

   （退任） 

    代表取締役社長  渡邊 豊  （平成 23年 1月 17 日） 

   

  ② その他の役員の異動 

   （就任） 

    取締役      藤田 人司 （平成 23年２月 25日） 

    取締役      山口 克自 （平成 23年２月 25日） 

 

   （辞任） 

    取締役      渡邊 豊  （平成 23年２月 25日） 
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